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（留意事項） 

・文章や表、グラフ中の回答割合は、百分比の小数点以下第 2位を四捨五入しているため、

合計は必ずしも 100％にならないことがある。 

・グラフなどに記載している「N」、「ｎ」は回答数を示している。 

Ｎ＝標本全数 

ｎ＝該当数（その質問をする必要がない数を除いた数） 
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１．実態調査の概要 

（１）調査の目的 

北九州市内の分譲マンションの棟数、所在地等のほか、管理の実態や課題等を把握するとともに、そ

の課題解決に向けた効果的な施策を検討するための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

（２）調査概要 

①調査の対象 

市内の分譲マンション 1,8１９件※ 

※件数は管理組合数を示す（以下同じ）。 

 

②調査の方法と回答状況 

（調査方法） 

マンション管理組合への郵送等によるアンケート調査を実施 

（調査実施期間） 

令和７年９月から令和８年３月 

（回答方法） 

郵送及び電子申請 

（回答状況） 

調査対象件数 有効回答数 回答率 

1,819件 840件 ４６．２％ 

 

③主な調査項目 

○マンションの概要 ○居住者の状況 ○管理運営状況 

○管理委託関係 ○会計関係 ○修繕・建替え関係 

○維持管理関係 ○行政支援について  
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２．市内分譲マンションの概要 

・令和７年度の調査で把握できた北九州市内の分譲マンションは 1,885棟、77,020戸である。行政

区別にみると、「小倉北区」が566棟（30.0％）、25,424戸（33.0％）と最も多く、次いで、「八幡西

区」が 408棟（21.6％）、17,760戸（23.1％）となっている。 

・築 40年以上経過したマンションは５６１棟（２９．８％）、17,823戸（23.1％）となっている。 

 

■行政区別分譲マンションの棟数（N=1,885） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■建築時期別分譲マンションの棟数（N=1,885）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■建築時期別分譲マンションの戸数（N=77,020）  
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1,2調査

R7調査

築10年未満 築10～20年未満 築20～30年未満

築30～40年未満 築40年以上 不明

（N=1,885） 

（N=1,658） 

7,354 

7,374 

14,518 

13,434 

19,545 

16,513 

20,172 

21,602 

7,801 

17,823 

672 

274 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1,2調査

R7調査

築10年未満 築10～20年未満 築20～30年未満

築30～40年未満 築40年以上 不明

（N=77,020） 

（N=70,062） 

■行政区別分譲マンションの戸数（N=77,020） 

■築年別棟数の割合 

■築年別戸数の割合 
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３．アンケート調査結果の概要 

（１）居住者の状況について 

・居住者の最も多い年齢層について尋ねたところ、「中年層(40 歳以上 65 歳未満)」が 40.0%で最

も高く、次いで「前期高齢者層(65 歳以上 75 歳未満)」が 35.3%、「後期高齢者層(75 歳以上)」

が 14.5%となっている。令和元年・2 年調査と比較すると、「前期高齢者層」の割合が 3.1 ポイント、

「後期高齢者層」の割合が 8.2ポイント増加した。 

・空室の割合について尋ねたところ、「0％」が 31.6%で最も高く、次いで「1～10％未満」が 28.1%と

なっている。令和元年・2年調査と比較すると、「0%」は 15.0ポイント減少した。 

 

 

■居住者の最も多い年齢層 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■空室の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

52.6

46.6

31.6

0％

32.2

32.9

28.1

1～10％

未満

8.0

8.3

9.6

10～20％

未満

2.3

2.6

2.8

20～30％

未満

0.3

0.5

1.1

30～40％

未満

0.3

0.7

0.3

40～50％

未満

0.1

0.1

1.1

50％以上

4.2

8.2

25.3

不明・

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26調査

(N=783)

R1.2調査

(N=732)

R7調査

(N=613)

3.1

6.3

14.5

後期高齢者層

75歳以上

25.7

32.2

35.3

前期高齢者層

（65歳以上

75歳未満）

56.8

46.2

40.0

中年層

（40歳以上

65歳未満）

5.2

1.8

1.0

若年層

（40歳未満）

5.9

8.9

7.0

不明

3.3

4.6

2.3

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26調査

(N=783)

R1.2調査

(N=732)

R7調査

(N=400)

凡例
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95.6

95.5

ある

3.1

1.3

ない

1.2

3.3

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1.2調査

(N=732)

R7調査

(N=400)

凡例

94.4

95.5

96.1

ある

2.9

2.6

1.2

ない

1.2

わからない*

2.7

1.9

1.5

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26調査

(N=783)

R1.2調査

(N=732)

R7調査

(N=840)

（２）管理運営状況について 

・マンション管理組合の有無について尋ねたところ、「ある」が 95.5%と 9割以上を占めている。 

・マンション管理規約の有無について尋ねたところ、「ある」が 96.1%で 9割以上を占めている。 

 

■マンション管理組合の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■マンション管理規約の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「*」はR７調査のみの項目 

 

・マンション管理規約の改正状況について尋ねたところ、「改正したことがある」が 68.8%と約 7 割と

なっている。 

 

■マンション管理規約の改正状況(左：R7調査、右：R１．２調査、H26調査) 

  

改正したこと

がある, 68.8%

改正したこと

がない, 20.0%

分からない, 

10.7%
無回答, 0.7%

R7調査 

（N=840） 

改正したこと

がある

67.0 

50.9 

改正の予定

あり

6.2 

7.6 

改正の予定

なし

22.3 

37.9 

無回答

4.6

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ1・2調査

(n=699）

Ｈ26調査

(n=739）
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3.1

4.4

1.3

年に3回以上

開催している

3.1

4.4

2.3

年に2回

開催している

88.5

85.7

96.3

年に1回

開催している

2.7

2.6

ほとんど開催

していない＊

1.7

3.0

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26調査

(N=783)

R1.2調査

(N=732)

R7調査

(N=596)

16.7

19.4

12.3

毎回、3/4

以上の出席率

16.7

15.4

14.0

ほぼ、3/4

以上の出席率

22.3

25.3

26.5

ほぼ、1/2

以上の出席率

33.6

32.1

36.0

ほぼ、1/2に

満たない出席率

5.6

1.4

7.0

その他

5.0

6.4

4.3

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26調査

(N=783)

R1.2調査

(N=732)

R7調査

(N=400)

凡例

23.6

25.6

年に

1～2回未満

12.0

15.3

年に

2～3回未満

9.4

11.8

年に

3～4回未満

11.6

14.7

年に

4～5回未満

15.9

26.5

年に

5～10回未満

23.6

4.6

年に

10回以上

3.9

1.4

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1.2調査

(n=542)

R7調査

(n=347)

凡例

・管理組合の総会の開催状況について尋ねたところ、「年に 1 回開催している」が 96.3%と最も高く

なっている。 

・総会への区分所有者の出席状況について尋ねたところ、「ほぼ、1/2 に満たない出席率」が 36.0%

で最も高く、次いで「ほぼ、1/2 以上の出席率」が 26.5%、「ほぼ、3/4 以上の出席率」が 14.0%、

「毎回、3/4以上の出席率」が 12.3%となっている。 

・理事会を開催している管理組合の理事会の開催状況について尋ねたところ、「年に 5～10 回未満」

が 26.5％で最も高く、次いで「年に１～２回未満」が 25.6％となっている。 

 

■管理組合の総会の開催状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「*」はR1.2調査及びH26調査のみの項目 

■総会への区分所有者の出席状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■理事会の開催状況 
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83.3

76.0

56.8

61.3

61.8

管理業者に委託

14.0

21.5

40.5

36.0

36.3

組合で実施

2.8

2.5

2.8

2.8

2.0

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑤建物・設備管理業務

④清掃業務

③維持・修繕に関する企画・実施の調整

②管理費等の出納

①組合会計の収入・支出の調定

凡例

（３）管理委託について 

・マンションの管理形態について尋ねたところ、「管理業者に全てを委託」が 55.5％と最も高く、次い

で「自主管理（委託していない）」が36.2％となっている。令和元年・2年の調査と比較すると、「管理

業者に全てを委託」が 15.9ポイント増加した。 

 

■マンションの管理形態 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

※「*1」は R７調査のみ、「*2」はR1.2調査のみの項目 

 

 

 

・マンション管理の業務の実施状況について尋ねたところ、管理業者に委託する業務として最も多い

のは、「建物・設備管理業務」で 83.3％、次いで「清掃業務」が 76.0％となっている。 

 

■管理業務ごとの委託状況 

  

R7調査（N=400） 

39.6

55.5

管理業者に

全てを委託

15.3

3.3

管理業者に

一部委託

3.8

外部管理者

方式*1

42.3

36.2

自主管理
（委託していない）

0.3

その他*2

2.5

1.3

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1.2調査

(N=732)

R7調査

(N=613)
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（４）会計関係について 

・1 戸あたりの管理費(月額)について尋ねたところ、「5 千～1 万円未満」が 42.1%で最も高くなって

いる。 

・1 戸あたりの修繕積立金(月額)について尋ねたところ、「5 千～1 万円未満」が 19.9％、「１～１．５万

円未満」が１７．７％となっている。 

 

■１戸あたりの管理費（月額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■１戸あたりの修繕積立金（月額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・管理費又は修繕積立金滞納住戸の有無について尋ねたところ、「滞納者がいる」が 27.5%となって

いる。 

■管理費又は修繕積立金滞納住戸の有無 

 

34.2

27.5

滞納者がいる

57.1

65.5

滞納者はいない

2.5

2.0

不明

6.3

5.0

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1.2調査

(N=732)

R7調査

(N=400)

凡例

19.0

15.4

14.3

5千円未満

39.1

36.7

42.1

5千～1万円未満

15.5

17.5

11.6

1～1.5万円未満

3.7

6.6

3.9

1.5～2万円未満

1.9

1.8

1.9

2万円以上

20.7

22.0

26.3

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26調査

(N=783)

Ｒ1.2調査

(N=732)

R7調査

(n=518)

18.6

16.0

7.1

1～5千円未満

42.8

38.0

19.9

5千～1万円未満

15.0

15.8

17.7

1～1.5万円未満

0.5

3.3

2.9

1.5～2万円未満

0.8

0.7

1.8

2万円未満

22.4

26.2

50.7

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26調査

(N=652)

R1.2調査

(N=606)

R7調査

(N=452)
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・「滞納者がいる」と回答した管理組合に対して、滞納住戸への対応方法について尋ねたところ、「管理

会社に任せている」が 53.6%と最も高く、次いで「管理組合役員で対応している」が 29.1%、「法的

措置を行っている」が 15.5%となっている。 

 

■滞納住戸への対応方法（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）修繕・建替え関係について 

・耐震診断実施の有無について尋ねたところ、建築時期が昭和 56 年以前のマンションの 56.5％が

「なし」と回答している。 

・耐震工事実施の有無について尋ねたところ、建築時期が昭和 56 年以前のマンションの 68.2％が

「なし」と回答している。 

 

■耐震診断実施の有無                ■耐震工事実施の有無 

  （昭和５６年以前のマンション）           （昭和５６年以前のマンション） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

あり

1.2%

なし

68.2%

不明

16.5%

無回答

14.1%

あり

9.4%

なし

56.5%

不明

21.2%

無回答

12.9%

R7調査(n=85) R7調査(n=85) 

37.2

60.8

14.8

2.0 2.8

29.1

53.6

15.5

0.9 3.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

管
理
組
合
役
員
で
対
応
し
て

い
る

管
理
会
社
に
任
せ
て
い
る

法
的
措
置
を
行
っ
て
い
る

特
に
対
応
し
て
い
な
い

無
回
答

R1.2調査(n=250) R7調査(n=110)
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・長期修繕計画の作成状況について尋ねたところ、「ある（作成済）」が 63.3%となっている。令和元・

２年調査と比較して、「ある（作成済）」が１７．５ポイント増加した。 

・長期修繕計画の見直し状況について尋ねたところ、「定期的に見直しを行っている」が 32.5％で最

も高く、次いで「修繕工事実施前に、工事計画の検討と併せて見直しを行っている」が 16.8％となっ

ている。 

 

■長期修繕計画の作成状況(上段：R7調査（建築時期別）、下段：R１．２調査、H26調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■長期修繕計画の見直し状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定期的（5～7年毎を目安）

に見直しを行っている, 

32.5%

修繕工事実施直後に、

工事の結果を踏まえて

見直しを行っている, 

12.3%
修繕工事実施前に、工事計画の検討

と併せて見直しを行っている, 16.8%

見直しを行っていない, 

15.8%

その他, 

11.0%

無回答, 

11.8%

R7調査(N=400) 

43.0

45.8

作成済

22.1

19.8

作成を予定している

23.4

24.7

作成の予定はない

4.5

2.7

その他

7.0

7.0

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26調査

(N=783)

R1.2調査

(N=732)

凡例

63.3

ある

26.9

ない

6.2

分からない

3.6

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

（N=840）

凡例
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・今までに大規模修繕工事を行ったことがある管理組合に、これまでに行った工事について尋ねたとこ

ろ、「外壁の塗装等」が 97.4%で最も高く、次いで「屋上防水」が 87.5%、「鉄部の塗装等」が

74.4%となっている。 

・大規模修繕にかかる費用の調達方法について尋ねたところ、「修繕積立金を利用した」が 94.3%で

最も高く、次いで「借入金によって調達した」が 12.5%、「臨時に修繕費用を徴収した」が 4.8%とな

っている。 

 

■これまでに行った工事（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■大規模修繕にかかる費用の調達方法（複数回答） 

  

87.0

11.1 12.4
6.9

1.0

91.6

7.6
13.3

5.4
1.4

94.3

4.8
12.5

3.1 0.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

修
繕
積
立
金
を
利
用
し
た

臨
時
に
修
繕
費
用
を
徴
収
し
た

借
入
金
に
よ
っ
て
調
達
し
た

そ
の
他

無
回
答

H26調査(n=645) R1.2調査(n=606） R7調査(n=351)

97.2

69.0

87.8

31.0

37.6

24.4 23.6

1.5

13.4
10.2

4.0
0.7

96.4

69.5

87.3

35.3
42.3

29.9 36.7

2.9

16.9
10.9

3.3 1.4

97.4

74.4

87.5

41.9
41.0

28.5

47.3

3.4

15.1

9.7
5.1

0.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

外
壁
の
塗
装
等

鉄
部
の
塗
装
等

屋
上
防
水 建

具
・
金
物
等

（
サ
ッ
シ
・
玄
関
ド
ア
等
）

給
水
設
備

排
水
設
備

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

の
改
修
・
交
換

機
械
式
駐
車
場
設
備

電
気
系
統

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

そ
の
他

無
回
答

H26調査(n=645) R1.2調査(n=606） R7調査(n=351)
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・大規模修繕時に苦労した点について尋ねたところ、「業者の選定」が 47.9%で最も高く、次いで「修

繕の必要性の判断」が 37.9%となっている。 

 

■大規模修繕時に苦労した点（複数回答） 

 

 

 

・建替えに対する意向について尋ねたところ、「建替えについてまったく検討していない」が 63.5%で

最も高く、次いで「当面は改修工事で対応するつもりである」が 27.5%となっている。 

 

■建替えに対する意向 

 

 

  

38.0
32.8

55.0

20.8

5.6

14.9

4.1

31.8 34.6

55.5

19.4

3.3

15.7

7.9

37.9

19.9

47.9

19.9

4.8

20.2

5.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

修
繕
の
必
要
性
の
判
断

入
居
者
等
の
修
繕
へ
の
同

意
を
得
る
こ
と

業
者
の
選
定

費
用
の
調
達

そ
の
他

特
に
苦
労
し
て
い
な
い

無
回
答

H26調査(n=645) R1.2調査(n=606） R7調査(n=351)
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・建替えに対する意向について、「検討しているが課題が多く全然進まない状況である」または「当面

は改修工事で対応するつもりである」と回答した管理組合に対して、建替えに当たっての課題につい

て主なものを尋ねたところ、「高齢者が多く建替えに消極的」が 51.8%で最も高く、次いで「資金の

負担が困難な居住者が多い」が 50.9%、「区分所有者の合意が得られない」が 32.5%となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・共用部分のバリアフリー化について尋ねたところ、エレベーターが「既にある」が 76.8％、エレベータ

ーが「ない」が 20.5％であった。 

・アプローチ部分※の段差の有無について尋ねたところ、「段差はない」が 51.5％、「段差がある」が

44.3％であった。 

■共用部分のバリアフリー化 

（エレベーターの有無）               （アプローチ部分の段差） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

段差はない

51.5%
段差がある

44.3%

無回答

4.3%

既にある

76.8%

ない

20.5%

無回答

2.8%

R7調査(N=400) R7調査(N=400) 

※アプローチ部分とは、マンションのエントランス（建物入口）に至るまでの屋外通路やその周辺スペースのこと 

34.0

9.7

41.0 40.3

17.4

4.2

15.3

19.4

2.8

13.9

39.1

16.0

56.4

51.9

26.3

5.8

18.6 19.9

3.2

7.7

32.5

6.1

51.8 50.9

25.4

1.8

21.1
22.8

4.4

12.3

0.0

20.0

40.0

60.0

区
分
所
有
者
の
合
意

が
得
ら
れ
な
い

敷
地
の
容
積
率
に

十
分
な
余
裕
が
な
い

高
齢
者
が
多
く

建
替
え
に
消
極
的

資
金
の
負
担
が
困
難

な
居
住
者
が
多
い

仮
住
居
の
確
保
が
困
難

建
替
え
に
よ
り
住
宅

戸
数
や
面
積
が
減
少

建
替
え
後
に
管
理
費
等

の
居
住
費
が
高
額
化

専
門
的
な
知
識
を

有
す
る
も
の
が
い
な
い

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

H26調査(n=144) R1.2調査(n=156） R7調査(n=114)
■建替えに当たっての課題（主なものを３つまで回答） 
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5.0
1.7

18.5

24.4
22.1

21.5

11.5

1.0

9.8

37.7

6.3

0.8

13.5

17.3
18.9

21.0

10.1

1.2

5.6

41.4

6.3

0.8

7.5

15.3

19.5
21.3

18.0

0.3

8.3

38.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

リ
フ
ォ
ー
ム
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル

（
無
断
工
事
、
工
事
騒
音
な
ど
）

専
有
部
分
の
他
の
用
途

（
事
務
所
な
ど
）
へ
の
転
用
問
題

ペ
ッ
ト
を
無
断
で
飼
う

（
悪
臭
問
題
を
含
む
）

不
法
駐
車
、
迷
惑
駐
車

ゴ
ミ
の
出
し
方
が
悪
い

入
居
者
に
よ
る
騒
音

（
テ
レ
ビ
、
楽
器
の
音
、

足
音
な
ど
）

建
物
・
設
備
の
不
具
合
な
ど

役
員
の
ル
ー
ル
無
視

（
規
約
等
を
無
視
し
、

理
事
会
決
議
の
み
で
の

工
事
実
施
な
ど
）

そ
の
他

特
に
ト
ラ
ブ
ル
は
な
い

H26調査(N=783) R1.2調査(N=732) R7調査(N=400)

67.8

20.4

13.3

1.0

19.4
11.4

46.7

16.6

34.1

46.1

14.8

5.2

0.9 0.8

9.8

4.0

73.8

14.8 15.0

2.0

14.1 12.6

32.2

50.3

18.6

33.6

51.2

10.8

7.0

19.3

4.5
0.7

1.0

4.5
3.3

64.0

8.5

11.3

1.5

9.0

13.3

35.0

45.0

13.3

29.3

50.3

9.5
5.8

15.0

2.3 0.5 1.8

4.5

19.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

区
分
所
有
者
の
高
齢
化

賃
貸
住
宅
の
増
加

空
き
室
の
増
加

居
住
目
的
外
利
用
住
戸
の
増
加

管
理
費
等
の
未
払
い
の
増
加

修
繕
積
立
金
の
運
用

建
物
の
適
切
な
維
持
修
繕
と

そ
の
費
用

建
物
の
老
朽
化
対
策

（
大
規
模
修
繕
、
建
替
え
等
）*

地
震
等
災
害
に
よ
る
建
物
の
損

傷
、
安
全
性

管
理
組
合
活
動
に
無
関
心
な

所
有
者
の
増
加

役
員
の
な
り
手
不
足

居
住
ル
ー
ル
を
守
ら
な
い

居
住
者
の
増
加

居
住
者
間
の
価
値
観
や

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
違
い*

居
住
者
間
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
不
足*

権
利
・
利
権
を
主
張
す
る

所
有
者
の
増
加

マ
ン
シ
ョ
ン
内
の
犯
罪
の
増
加

そ
の
他

特
に
不
安
は
な
い

無
回
答

H26調査(N=783) R1.2調査(N=732 R7調査(N=400)

（６）維持管理関係について 

・マンション内で多いトラブルについて尋ねたところ、「特にトラブルはない」が 38.8％で最も高く、次

いで「入居者による騒音（テレビ、楽器の音、足音など）」が21.3％、「ゴミの出し方が悪い」が19.5％

となっている。 

 

■マンション内で多いトラブル（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・管理組合運営上の将来不安なことについて尋ねたところ、「区分所有者の高齢化」が 64.0%で最も

高く、次いで「役員のなり手不足」が 50.3%、「建物の老朽化対策(大規模修繕、建替え等)」が

45.0%となっている。 

 

■管理組合運営上の将来不安なこと（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※「*」は H26調査では調査していない項目 
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（７）行政支援について 

・北九州市が実施している支援策で知っているものについて尋ねたところ、「住宅相談コーナー(マン

ション管理に関する無料相談)」が 36.3%で最も高く、次いで「マンション管理の手引き・Q&A」が

28.5%、「マンション管理組合へのマンション管理士派遣」が 27.5%となっている。 

・市が実施している支援策で利用したいものについて尋ねたところ、「管理規約や長期修繕計画の見

直し・作成に係る補助金」が３３．８％で最も高く、次いで「耐震診断・改修工事費の助成」が２５．５％、

「住宅相談コーナー」が１７．０％、「マンション管理組合へのマンション管理士派遣」が１６．３％となっ

ている。 

 

■北九州市が実施している支援策で知っているもの（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■北九州市が実施している支援策で利用したいもの（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.9

42.1
38.1

46.6

24.5

11.6

36.3

27.5 28.5
24.0 21.3

17.0
12.8

18.8

0.0

20.0

40.0

60.0

住
宅
相
談
コ
ー
ナ
ー

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
に
関
す
る
無
料
相
談
）

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合
へ
の

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
士
派
遣

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
の
手
引
き
・
Ｑ
＆
Ａ

管
理
規
約
や
長
期
修
繕
計
画
の

見
直
し
・
作
成
に
係
る
補
助
金*

管
理
計
画
認
定
制
度*

耐
震
診
断
・
改
修
工
事
費
の
助
成

ア
ス
ベ
ス
ト
除
去
等
助
成

一
つ
も
知
ら
な
い

R1.2調査(N=732） R7調査(N=400)

15.2 13.3
16.8

26.0

4.0 4.5

17.0 16.3
11.8

33.8

9.0

25.5

6.0 7.8

0.0

20.0

40.0

60.0

住
宅
相
談
コ
ー
ナ
ー

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
に
関
す
る
無
料
相
談
）

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合
へ
の

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
士
派
遣

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
の
手
引
き
・
Ｑ
＆
Ａ

管
理
規
約
や
長
期
修
繕
計
画
の

見
直
し
・
作
成
に
係
る
補
助
金*

管
理
計
画
認
定
制
度*

耐
震
診
断
・
改
修
工
事
費
の
助
成

ア
ス
ベ
ス
ト
除
去
等
助
成

一
つ
も
利
用
し
た
い
も
の
は
な
い

R1.2調査(N=732） R7調査(N=400)

※「*」はR1.2調査では調査していない項目 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度北九州市分譲マンション実態調査 

報告書 

 

令和８年１０月 

 

編集・発行 

北九州市 都市戦略局 総務政策部 住まい支援室 

〒803-8501 北九州市小倉北区城内１番１号 

TEL：093-582-2288／FAX：093-582-2503 

 


